○職員等の旅費に関する条例施行規則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　定　平成11年３月29日規則第３号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正　平成12年12月15日規則第６号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成19年３月29日規則第７号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年11月17日規則第７号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年３月31日規則第２号
　平成24年５月30日規則第６号
職員の旅費に関する条例施行規則(昭和47年滝川地区広域消防事務組合規則第17号)の全部を改正する。

　（趣旨）

第１条　この規則は、職員等の旅費に関する条例（平成11年滝川地区広域消防事務組合条例第４号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

　（旅行取消し等の場合における旅費）

第２条　条例第３条第５項の規定により支給する旅費の額は、次に規定する額による。

　⑴　鉄道賃、船賃、航空賃若しくは車賃として、又はホテル、旅館その他の宿泊施設の利用を予約するため支払った金額で、速やかに所要の払戻し手続をとったにもかかわらず、払戻しを受けることができなかった額。ただし、その額は、その支給を受ける者が、当該旅行について条例により支給を受けることができた鉄道賃、船賃、航空賃、車賃又は宿泊料の額をそれぞれ超えることができない。

　⑵　赴任に伴う住所又は居所の移転のため又は外国への旅行に伴う支度のため支払った金額で、当該旅行について条例により支給を受けることができた移転料又は支度料の額の３分の１に相当する額の範囲内の額

　⑶　外国への旅行に伴う外貨の買入れ又はこれに準ずる経費を支弁するため支払った金額で、当該旅行について条例により支給を受けることができた額の範囲内の額

　（旅費喪失の場合における旅費）

第３条　条例第３条第６項の規定により支給する旅費の額は、次に規定する額による。ただし、その額は、現に喪失した旅費額を超えることができない。

　⑴　現に所持していた旅費額（輸送機関を利用するための乗車券、乗船券等の切符類で当該旅行について購入したもの（以下「切符類」という。）を含む。以下この条において同じ。）の全部を喪失した場合には、その喪失した時以後の旅行を完了するため条例の規定により支給することができる額

　⑵　現に所持していた旅費額の一部を喪失した場合には、前号に規定する額から喪失を免れた旅費額（切符類については、購入金額のうち、未使用部分に相当する金額）を差し引いた額

　（旅行命令票等）

第４条　任命権者又は旅行依頼を行う者（以下「旅行命令権者」という。）は、旅行命令若しくは旅行依頼（以下「旅行命令等」という。）を発し、又はこれを変更するには、旅行命令（依頼）票兼復命書（別記様式）に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示してしなければならない。ただし、当該旅行者に提示するいとまがない場合には、口頭により旅行命令等を発し、又はこれを変更することができる。

２　旅行命令権者は、口頭により旅行命令等を発し、又はこれを変更した場合には、できるだけ速やかに旅行命令（依頼）票兼復命書に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示しなければならない。

第４条の２　前条の規定にかかわらず、内国旅行のうち当該月分の旅行について旅行完了後に確定額で旅費を請求する旅行に係る旅行命令は、組合長が別に定める様式により行うことができる。

　（旅行命令等の変更の申請）

第５条　旅行者が、条例第５条第１項又は第２項の規定により旅行命令等の変更を申請する場合には、その変更理由、変更内容等を記載した書類及びその変更の必要を証明するに足る書類を提出しなければならない。

　（路程の計算）

第６条　内国旅行の旅費の計算上必要な路程の計算は、次の区分に従い、当該各号に掲げるものにより行うものとする。

　⑴　鉄道　鉄道事業法（昭和61年法律第92号）第13条に規定する鉄道運送事業者の調べに係る鉄道旅客貨物運賃算出表に掲げる路程

　⑵　水路　海上保安庁の調べに係る距離表に掲げる路程

　⑶　陸路　道内にあっては、北海道道路粁程表(昭和54年北海道告示第3438号)に掲げる路程。道外にあっては、地方公共団体の長その他当該路程の計算について信頼するに足る者により証明された路程

２　前項第１号又は第２号の規定により路程を計算し難い場合には、当該各号の規定にかかわらず、前項第３号の規程に準じて計算することができる。
　（旅費の請求手続）

第７条　旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする旅行者及び概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者でその精算をしようとするものは、所定の請求書に別表第１に掲げる書類を添えて、これを当該旅費の支出又は支払をする者（以下「支出命令者等」という。）に提出しなければならない。この場合において、必要な添付書類の全部又は一部を提出しなかった者は、その請求に係る旅費額のうちその書類を提出しなかったため、その旅費の必要が明らかにされなかった部分の金額の支給を受けることができない。

　（打切旅費）

第８条　条例第28条第１号の規定に基づく打切旅費の算定基礎は、おおむね次に掲げるとおりとする。

　⑴　鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃　条例による正規の額

　⑵　日当　当該旅行期間において、勤務地から目的地までの往復に要する期間に限り条例による正規の額とし、その他の期間については１日につき1,400円

　⑶　宿泊料　当該旅行期間において、勤務地から目的地までの往復に要する期間に限り条例による正規の額。ただし、講習所等に直接入所した場合は、この限りでない。

　（甲地方の範囲）

第９条　条例別表第１の⑴備考に規定する規則で定める地域は、別表第２に掲げる地域とする。

　（旅費の調整）

第10条　条例第29条の規定に基づき、次の各号に該当する場合は、当該各号に定める基準により旅費の支給を調整する。

　⑴　組合の経費以外の経費から旅費が支給される旅行にあっては、正規の旅費額のうち組合の経費以外の経費から支給される旅費額に相当する額は、これを支給しない。

　⑵　旅行者が、公用の交通機関、宿泊施設、食堂施設等を無料で利用して旅行した場合は、その鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、宿泊料又は食卓料を支給しない。

　⑶　職員が公務の必要上、級別区分２級以上の職員（他の条例により級別区分２級以上の職員の旅費に相当する額の費用弁償の支給を受けることができる者を含む。）の随行を命じられた場合には、当該随行を受ける者の鉄道賃及び宿泊料に相当する額を支給する。

　⑷　前３号に掲げるもののほか、組合長が正規の旅費額を支給することが適当でないと認める場合には、組合長が適当と認める額を支給する。

　（様式の特例）

第11条　この規則の規定により用いる様式について、組合長が必要と認めた場合は、当該様式と異なる様式をもってこれに代えることができるものとする。

　（施行細目）

第12条　この規則に定めるもののほか、旅費の支給に関し必要な事項は、組合長が別に定める。
　　　附　則

　（施行期日）

１　この規則は、平成11年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この規則の規定は、この規則の施行の日以後に出発する旅行について適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。

　　　附　則（平成12年12月15日規則第６号）

　この規則は、平成13年１月６日から施行する。

　　　附　則（平成19年３月29日規則第７号）

　（施行期日）

１　この規則は、平成19年４月１日から施行する。

　（経過措置）
２　この規則の規定による改正後の職員等の旅費に関する条例施行規則の規定は、この規則の施行の日以後に出発する旅行について適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。
　　　附　則（平成20年11月17日規則第７号）

　この規則は、公布の日から施行する。

附　則（平成21年３月31日規則第２号）

１　この規則は、平成21年４月１日から施行する。
（経過措置）

２　この規則の規定による改正後の職員等の旅費に関する条例施行規則の規定は、平成21年度以後の予算に係るものについて適用し、平成20年度の予算に係るものについては、なお従前の例による。
　　　附　則（平成24年５月30日規則第６号）
　（施行期日）

１　この規則は、平成24年６月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この規則による改正後の職員等の旅費に関する条例施行規則の規定は、この規則の施行の日以後に出発する旅行について適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。

別表第１（第７条関係）

	旅　費　の　種　類　等
	添　　　付　　　書　　　類

	　条例第３条第５項に規定する旅費
	損失額の確認できる書類

	　条例第３条第６項に規定する旅費
	交通機関の事故等により旅費額を喪失したこと及び喪失額を証明する書類

	　条例第15条に規定する航空賃
	その支払を証明するに足る書類

	　条例第26条第１項に規定する旅費
	職員の死亡及びその死亡地を証明する書類

	　条例第26条第３項に規定する旅費
	職員の死亡及びその帰住を証明する書類


別表第２（第９条関係）

	都府県名
	地　　　　　　　　域

	埼玉県
	さいたま市

	千葉県
	千葉市

	東京都
	特別区

	神奈川県
	横浜市、川崎市、相模原市

	愛知県
	名古屋市

	京都府
	京都市

	大阪府
	大阪市、堺市

	兵庫県
	神戸市

	広島県
	広島市

	福岡県
	福岡市


備考　この表の地域欄に掲げる名称は、平成24年６月１日においてそれらの名称を有する市又は特別区の同日における区域によって示された地域を示し、その後におけるそれらの名称の変更又はそれらの名称を有するものの区域の変更によって影響されるものではない。
